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衆
議
院
の
総
選
挙
が
終
わ
っ
た
。

消
費
増
税
の
１
年
半
延
期
が

今
回
の
選
挙
の
争
点
で
あ
っ

た
が
、
現
在
、
政
府
の
借
金
で
あ
る
政

府
債
務
が
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
２
０
０
％
を

超
え
て
い
る
。
政
府
債
務
の
多
く
は
言

う
ま
で
も
な
く
国
債
だ
。
こ
れ
だ
け
大

量
発
行
す
れ
ば
、
国
債
価
格
が
下
落
し
、

長
期
金
利
が
上
昇
し
て
も
不
思
議
で
は

な
い
。
し
か
し
、
実
際
に
は
１
％
を
切

る
水
準
ま
で
低
下
し
て
い
る
。

　
こ
の
理
由
は
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
第

１
の
矢
、
日
本
銀
行
が
異
次
元
の
金
融

緩
和
で
大
量
の
国
債
を
市
場
か
ら
買
い

入
れ
て
い
る
こ
と
に
あ
る
。
市
場
に
流

通
す
る
国
債
が
減
る
た
め
、
国
債
の
価

格
は
上
昇
し
、
長
期
金
利
は
低
下
す
る
。

　
さ
ら
に
、
２
０
１
４
年
10
月
31
日
、

日
銀
は
追
加
緩
和
を
実
施
。
マ
ネ
タ
リ

ー
ベ
ー
ス
の
増
加
ペ
ー
ス
を
10
兆
〜
20

兆
円
拡
大
し
て
年
間
80
兆
円
に
、
長
期

国
債
の
保
有
残
高
の
年
間
増
加
額
を
30

兆
円
増
額
し
て
年
間
80
兆
円
に
す
る
な

ど
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
国
債
を
市
場
か

ら
買
い
上
げ
る
と
宣
言
し
た
。

　
長
期
国
債
を
年
間
80
兆
円
増
や
す
に

は
、
償
還
で
減
少
す
る
分
も
買
い
増
す

必
要
が
あ
り
、
実
質
的
な
買
い
入
れ
総

額
（
グ
ロ
ス
）
は
１
１
０
兆
円
程
度
に

な
る
は
ず
だ
。

　
だ
が
、
こ
の
異
次
元
緩
和
に
は
限
界

が
あ
る
。
な
ぜ
な
ら
、
こ
の
ま
ま
日
銀

が
買
い
入
れ
額
を
増
や
し
て
い
け
ば
、

近
い
将
来
、
市
場
で
取
引
さ
れ
る
国
債

は
底
を
突
く
か
ら
だ
。
理
由
は
単
純
だ
。

　
大
雑
把
で
あ
る
が
、
毎
年
度
の
財
政

赤
字
（
新
規
の
国
債
発
行
額
）
が
約
30

兆
円
と
し
よ
う
。
日
銀
が
異
次
元
緩
和

で
市
場
か
ら
毎
年
約
80
兆
円
の
国
債
を

買
い
入
れ
る
と
、
金
融
機
関
が
保
有
す

る
国
債
の
う
ち
50
兆
円
（
80
－
30
）
を

日
銀
が
吸
収
し
て
し
ま
う
。
14
年
時
点

で
国
債
発
行
残
高
は
約
８
０
０
兆
円
で
、

す
で
に
日
銀
は
約
２
０
０
兆
円
の
長
期

国
債
を
保
有
し
て
い
る
。
単
純
な
計
算

で
、
約
12
年
間
［（
８
０
０
－
２
０

０
）
÷
50
］
で
日
銀
は
全
て
の
国
債
を

吸
収
し
、
26
年
に
は
国
債
市
場
が
干
上

が
っ
て
し
ま
う
こ
と
に
な
る
。

　
生
保
や
銀
行
等
は
資
産
運
用
の
た
め

に
国
債
が
必
要
で
、
実
際
は
26
年
よ
り

も
ず
っ
と
早
ま
る
可
能
性
が
高
い
。

　
金
融
政
策
は
、
財
政
・
社
会
保
障
改

革
を
行
う
ま
で
の
時
間
を
稼
ぐ
こ
と
し

か
で
き
な
い
。
そ
し
て
、
そ
の
時
間
は

限
ら
れ
て
い
る
。
消
費
増
税
を
延
期
す

る
の
で
あ
れ
ば
、
社
会
保
障
の
抜
本
改

革
を
早
急
に
進
め
る
必
要
が
あ
る
。
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